
第１１１号議案 

 

 

令和５年度新宮町後期高齢者医療特別会計補正予算について 

 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１８条第１項の規定により、

令和５年度新宮町後期高齢者医療特別会計補正予算を提出する。 

 

 

  令和５年１２月１日 

 

 

新宮町長  桐 島 光 昭   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和５年度新宮町後期高齢者医療特別会計補正予算 

 

 

 令和５年度新宮町後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）は、次に定め

るところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ１，５６９千円を増

額し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ４２７，１１９千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の

歳入歳出予算の金額は、「第１表歳入歳出予算補正」による。 

 

 

  令和５年１２月１日提出 

 

 

新宮町長  桐 島 光 昭   
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4 1 1,569 1,570

1 繰越金 1 1,569 1,570

425,550 1,569 427,119

第１表　　歳入歳出予算補正

歳　　入

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円

繰越金

歳　　入　　合　　計

- 2 -

補　正　額

 千円



1 18,380 319 18,699

1 総務管理費 17,579 319 17,898

3 400 1,250 1,650

1 償還金及び還付加算金 400 1,250 1,650

425,550 1,569 427,119

補　正　額

 千円

総務費

諸支出金

歳　　出　　合　　計
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歳　　出

款 計

 千円

項 補正前の額

 千円



１　総　　括

（歳　　入）

4 繰越金 1 1,569 1,570

425,550 1,569 427,119

歳入歳出補正予算事項別明細書

款 補正前の額 補　正　額 計

 千円

歳　　入　　合　　計
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 千円  千円
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（歳　　出）

国県支出金 地　方　債 そ　の　他

1 総務費 18,380 319 18,699 319

3 諸支出金 400 1,250 1,650 1,250

425,550 1,569 427,119 0 0 0 1,569

- 6 - - 7 -

 千円 千円

補正前の額

 千円

補　正　額

 千円

歳　　出　　合　　計

補　正　額　の　財　源　内　訳
特　　　　　　　　定　　　　　　　　財　　　　　　　　源

一　般　財　源

 千円 千円

款 計

 千円
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後期高齢者医療特別会計

   - 8 -

計 1 1,569 1,570

繰越金 1,5691 前年度繰越金 1,569

２　　歳    入

1 1 1,569 1,570繰越金

 千円

補　正　額 計
節

区　　分 金　　額
説　　　　　　　　　　　　　　明

 千円  千円

　４款　繰越金

　１項　繰越金

 千円

1,569千円

1,569千円

 千円

目 補正前の額
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後期高齢者医療特別会計

00 1,2501,650400 1,250計 0

び割引料金

1,250 1,250償還金利子及22 1,250還付金及び還付加算金

　１項　償還金及び還付加算金

　３款　諸支出金

1,2501 保険料還付 400 1,650

1,250千円

1,250千円

31917,89817,579 319計 0 00

△44勤勉手当

△52期末手当

31通勤手当

633時間外勤務手当

△14地域手当554職員手当等3

△235職員319 △235給料23191 一般管理費 17,579 17,898

節補　正　額　の　財　源　内　訳

一般財源
その他国県支出金

特　　　　定　　　　財　　　　源

 千円 千円  千円

　１款　総務費

　１項　総務管理費 319千円

319千円

３　　歳    出

 千円  千円 千円 千円

補正額

地方債

 千円  千円

目 補正前の額 計
区　　分

説　　　　　　　　　　　　明
金　　額
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１　一般職

（１）総括

（ ）

（ ）

（ ）

　注）（　）内は、短時間勤務職員を外書き。

（ ）

（ ）

（ ）

　　ア　会計年度任用職員以外の職員

区　　　分
職　員　数

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

（人） （千円）

職員手当

区　　分

比　　較

補 正 前

の 内 訳
補 正 前

補 正 後

の 内 訳

補 正 後

区　　分

職員手当

備　　　　　　　　　　　　　考

906 千円

906 千円

7,311

14,917

319

　県市町村職員退職手当組合負担金

　県市町村職員退職手当組合負担金

（千円）

合　　　計

15,236

319

5,244 12,555

12,236

比　　　較

補　正　前 2,681

0

補　正　後

区　　　分

（千円）

共　済　費

2,681

区　　　分
職　員　数

報　　　酬 給　　　料

△ 235 554

（千円） （千円）

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　費

職 員 手 当 計

（人）

給　　与　　費　　明　　細　　書

補　正　後
2

比　　　較

7,546 4,690
2

0

管理職手当
時間外勤務手

当
通勤手当 住居手当

補　正　前

（千円）（千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

扶養手当 地域手当

240 468 800 48 0

240 454 1,433 79 0

△ 14 633 31 0

特殊勤務手当 宿日直手当 期末手当 勤勉手当
管理職員特別
勤務手当

0

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

1,679 1,359

0

1,731 1,403

（千円） （千円） （千円）

補　正　後 7,311 5,244 12,555
2

比　　較 △ 52 △ 44

補　正　前 7,546 4,690 12,236
2

比　　　較 △ 235 554 319
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（ ）

（ ）

（ ）

　県市町村職員退職手当組合負担金

　　イ　会計年度任用職員

区　　　分
職　員　数

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　費

報　　　酬 給　　　料 職 員 手 当 計

（人） （千円）

比　　較

区　　　分
共　済　費 合　　　計

備　　　　　　　　　　　　　考

（千円） （千円）

比　　　較 0

補　正　前 0

　県市町村職員退職手当組合負担金 千円

千円

補　正　後 0

△ 52 △ 44

職員手当 （千円） （千円） （千円） （千円）

の 内 訳

（千円）

区　　分
特殊勤務手当 宿日直手当 期末手当 勤勉手当

管理職員特別
勤務手当

補 正 前 1,731 1,403

補 正 後 1,679 1,359

0

補 正 前 240 468 800 48

比　　較 0 △ 14 633 31

0

1,433 79

住居手当

職員手当 （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

補　正　後 2,681 15,236 　県市町村職員退職手当組合負担金

補　正　前 2,681 14,917 　県市町村職員退職手当組合負担金

の 内 訳

比　　　較 0 319

区　　分
扶養手当 地域手当 管理職手当

時間外勤務手
当

通勤手当

補 正 後

区　　　分
共　済　費

（千円） （千円）

906 千円

906 千円

0240

　注）この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員（事業費支弁に係る

職員を含む。）で予算の積算の基礎となったものについて記載。

　注）（　）内は、短時間勤務職員を外書き。

（千円） （千円） （千円）

補　正　後 0

補　正　前

0

合　　　計
備　　　　　　　　　　　　　考

454

0

比　　　較
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（２）給料及び職員手当の増減額の明細

の 内 訳

比　　較

補 正 前

補 正 後

（千円） （千円） （千円）

区　　分
地域手当

時間外勤務手
当

通勤手当 期末手当

職員手当 554 0制 度 改 正 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

増　減　事　由　別　内　訳

（千円）

0

説　　　　　　　明

昇 給 に 伴 う 増 加 分

区　　分

給　　料

増 減 額

（千円）
備　　考

給 与 改 定 に 伴 う 増 減 分

そ の 他 の 増 減 分

△ 235 0

△ 235

554 異動等に伴う増

異動等に伴う減

常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書き。

職員手当 （千円）

　注）この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員（事業費支弁に係る職員を含む。）

で予算の積算の基礎となったものについて記載。

　注）（　）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が
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